[bookmark: _GoBack]競争入札参加資格審査申請書

社会福祉法人　全国社会福祉協議会が実施する物品製造、建設工事等にかかる競争入札に参加する資格の審査を申請します。

申請日：令和　　年　　月　　日
1．住所、商号等
	郵便番号
	住所又は所在地
	商号又は名称
	過去の登録

	
	(ﾌﾘｶﾞﾅ)　
	(ﾌﾘｶﾞﾅ)　
	継続
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	新規
	



2．代表者
	役職
	
	氏名
	(ﾌﾘｶﾞﾅ)　
	代表者印
	

	
	
	
	
	
	



3．担当者、電話番号等
	担当者　部署・役職
	担当者　氏名
	電話番号
	FAX番号

	
	(ﾌﾘｶﾞﾅ)
	
	

	
	

	
	



4．製造・販売等の実績額
	直近より１年前の決算
	直近決算
	前2ヵ年間の
平均実績高

	H(R)　　年　月～H(R)　　年　月
	H(R)　　年　月～H(R)　　年　月
	

	千円
	千円
	



5．自己資本又は純財産額（直近決算時点）
	区　分
	金　額

	自己資本又は純財産額
	　　　千円



6．経営状況（直近決算時点）
	流動比率
	流動資産（
	
	千円）
	×100
	
	（％）

	
	流動負債（
	
	千円）
	
	
	



7．営業年数※履歴事項全部証明書の会社設立年月日起算の満年数を記載すること。　　　　　　
	履歴事項全部証明書の会社設立年月日
	営業年数

	年　　月　　日
	年



8．常勤従業員数（直近決算時点）
	　　
　　　　　　　　人


　


9．希望する資格の種類(複数選択可）※各資格ともその他を選択した場合は、括弧内に具体的な事業内容を記載すること。
	○
	(1)物品の製造

	業　種
	101
	衣類・その他繊維製品
	
	業　種
	104
	電子出版物(DVD作成等)
	

	
	102
	印刷・紙加工品(ﾎﾟｽﾀｰ、ﾊﾟﾝﾌ等)
	
	
	105
	事務用品
	

	
	103
	図書
	
	
	106
	その他(　　　　　　　　　　　　　)
	



	○
	(2)物品の販売

	業　　　　　種
	201
	図書・印刷物
	
	業　　　　　種
	207
	事務用機器
	

	
	202
	紙・紙加工品
	
	
	208
	その他機器(　　　　　　　　　　　)
	

	
	203
	車両
	
	
	209
	事務用品
	

	
	204
	家具・什器
	
	
	210
	災害救護用備品
	

	
	205
	電気・通信用機器
	
	
	211
	その他(　　　　　　　　　　　　　)
	

	
	206
	電子計算機
	
	
	
	
	



	○
	(3)役務の提供

	業　　　　　　種
	301
	広告・宣伝
	
	業　　　　　　種
	309
	運送
	

	
	302
	写真・製図
	
	
	310
	車両整備
	

	
	303
	調査・研究
	
	
	311
	電子出版
	

	
	304
	情報処理
	
	
	312
	保険
	

	
	305
	翻訳・通訳・速記
	
	
	313
	人材派遣
	

	
	306
	ソフトウェア開発
	
	
	314
	研修
	

	
	307
	会場等の借り上げ
	
	
	315
	その他(　　　　　　　　　　　　　)
	

	
	308
	賃貸借
	
	
	
	
	



	○
	(4)建設工事(設計・測量含む)

	業　種
	401
	土木一式
	
	業　種
	404
	建築設計・監理・コンサルタント
	

	
	402
	総合・建築一式
	
	
	405
	その他(　　　　　　　　　　　　　)
	

	
	403
	専門工事(　　　　　　　　　　)
	
	
	
	
	



10．設備の額及び規模(千円)(上記9で「(1)物品の製造」資格を申請する場合のみ記入すること。)
	
	機械装置類
	運搬具類
	工具その他
	合計

	金額
	
	
	
	

	規模及び概要
	



11．過去3ヵ年および今年度の契約実績
（平成28年4月1日～申請日までに契約したもの）
	
	件　　名
	発注者
	契約年月日
	契約金額

	官公庁
	
	
	H(R)　．　．
	千円

	
	
	
	H(R)　．　．
	千円

	
	
	
	H(R)　．　．
	千円

	全社協
	
	
	H(R)　．　．
	千円

	
	
	
	H(R)　．　．
	千円

	
	
	
	H(R)　．　．
	千円

	都道府県社協官公庁
	
	
	H(R)　．　．
	千円

	
	
	
	H(R)　．　．
	千円

	
	
	
	H(R)　．　．
	千円


※上の欄に記載しきれない場合は別紙へ記載してください。


12．添付書類(複写したもので、内容が鮮明であれば写しでも可とする。なお、全国社会福祉協議会が必要とする場合は、別に追加資料の提出を求める場合があること。)
	法人

	ア．下記(ア)～(オ)のうち該当するものを、CD-ROM1枚に収めた電子ファイル(PDF形式)として提出すること。なお、CD－ROMには商号を記載すること。
　(ア)．営業経歴書
　　　※会社の沿革、組織図、従業員数等の概要、営業品目、営業実績及び営業所の所在状況についての記載を含んだ書類であればパンフレット等でも
可とすること。

(イ)．履歴事項全部証明書又は現在事項全部証明書
(発行から3ヶ月以内)

(ウ)．財務諸表(直近の一ヵ年分)

(エ)．納税証明書(様式その3の3)
　　　　（発行から3ヶ月以内）

(オ)．その他証明資料
　　　※希望する資格で、営業にあたっての許可・認可等が義務付けられている場合は、その許可証の写し、建設工事の申請（401～403）をする場合
　　　　　は、直近の経営事項審査結果通知書

イ．返信用封筒(長3サイズ、宛先を記入し、84円切手を貼ったもの)




13．反社会的勢力でないことの確約および同意
※「反社会的勢力でないことの確約に関する同意事項」をよくお読みいただき、□へ✓をご記入ください。
　
当法人(役員等を含む)は、下記「反社会的勢力でないことの確約に関する同意事項」に関するすべての項目について確約するとともに、同意いたします。
　　　　　　　　　　　　　□
	【反社会的勢力でないことの確約に関する同意事項】

当法人（役員等を含む）は、次の１．および２．をそれぞれ確約いたします。なお、当法人が１．の各号のいずれかに該当し、もしくは２．の各号のいずれかに該当する行為をし、または１．に基づく確約に関して虚偽の申告をしたことが判明した場合には、取引等が停止されても異議を申し立てません。また、これにより損害が生じた場合には、すべて当法人の責任といたします。

１．現在、次の各号に掲げる反社会的勢力のいずれにも該当せず、かつ将来にわたっても該当しないこと。 
①暴力団員
②暴力団準構成員
③総会屋
④その他前各号に準ずる者

２．自らまたは第三者を利用して次の各号に該当する行為を行わないこと。 
①暴力的な要求行為
②法的な責任を超えた不当な要求行為
③取引に関して脅迫的な言動をしまたは暴力を用いる行為
④風説を流布し、偽計もしくは威力を用いて貴会の信用を毀損し、または貴社の義務を妨害する行為
⑤その他前各号に準ずる行為



1

